
高　　取　　町

議　第　　１１　　号　

 令 和 ６ 年 度（２０２４年度）

高取町下水道事業会計予算書



（総則）
第1条　令和6年度高取町下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）
第2条　業務の予定量は、次のとおりとする。
（１）処理区域内人口 2,185 人
（２）年間総汚水量 99,300 ㎥
（３）1日平均汚水量 270 ㎥
（４）主な建設改良事業 幹線管渠工事 57,000 千円

（収益的収入及び支出）

第3条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収入
　第1款　下水道事業収益 130,697 千円
　　第1項　営業収益 11,047 千円
　　第2項　営業外収益 119,650 千円

支出
　第1款　下水道事業費用 156,374 千円
　　第1項　営業費用 136,433 千円
　　第2項　営業外費用 16,414 千円
　　第3項　特別損失 2,527 千円
　　第4項　予備費 1,000 千円

（資本的収入及び支出）

収入
第1款　資本的収入 217,704 千円
　第1項　企業債 59,600 千円
　第2項　他会計出資金 50,000 千円
　第3項　他会計補助金 83,104 千円
　第4項　国庫補助金 25,000 千円

支出
第1款　資本的支出 167,704 千円
　第1項　建設改良費 70,522 千円
　第2項　企業債償還金 97,182 千円

（特例的収入及び支出）

第4条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

第4条の2　地方公営企業法施行令第4条第4項の規定により、当該事業年度に属する債権及び債務
として整理する未収金及び未払金の額はそれぞれ17,000千円、及び17,000千円である。

　なお、営業費用の委託料に充てるため、公営企業会計適用債を3,300千円借り入れる。

令　和　6　年　度　（　2　0　2　4　年　度　）　　高　取　町　下　水　道　事　業　会　計　予　算
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（企業債）
第5条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

（一時借入金の限度額）
第6条　一時借入金の限度額は、200,000千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）
第7条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。
　（１）営業費用、営業外費用、特別損失
　（２）建設改良費、企業債償還金

（流用禁止項目）

　（１）職員給与費 21,340 千円

（他会計からの補助金）
第9条　下水道事業助成のため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は134,048千円である。

令和6年（2024年）　3月　4日　提出
奈良県高取町長　　中　川　裕　介

第8条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそ
れ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。
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（単位　千円）

１下水道事業
収益

130,697

１営業収益 11,047

1下水道使用料 10,892

2その他営業収益 155

２営業外収益 119,650

１他会計補助金 50,944

2長期前受金戻入 68,706

（単位　千円）

１下水道事業
費用

156,374

１営業費用 136,433

1管渠費 10,353

2総係費 36,624

3減価償却費 89,456

２営業外費用 16,414

１支払利息及び企業債取扱諸
費

16,414

３特別損失 2,527

１その他特別損失 2,527

4予備費 1,000

１予備費 1,000

目

備　　考

款 本年度予定額

項

備　　考

目

令和6年度高取町下水道事業会計予算実施計画

収益的収入及び支出

収　　入

本年度予定額

支　　出

項

款
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（単位　千円）

１資本的収入 217,704

１企業債 59,600

1下水道事業債 59,600

2他会計出資
金

50,000

1他会計出資金 50,000

3他会計補助
金

83,104

1他会計補助金 83,104

4国庫補助金 25,000

1国庫補助金 25,000

（単位　千円）

1資本的支出 167,704

１建設改良費 70,522

1管路建設改良費 67,500

1流域下水道事業費 3,022

2企業債償還
金

97,182

1企業債償還金 97,182

支　　出

款

目

項 備　　考

本年度予定額款 項

本年度予定額目

資本的収入及び支出

備　　考

収　　入
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（単位　千円）

（１）業務活動によるキャッシュ・フロー

  　  当年度純利益 △ 25,837

    　減価償却費 89,456

    　引当金の増減額 1,627

    　長期前受金戻入額 △ 68,706

    　受取利息 0

    　支払利息 16,414

    　公営企業会計適用債 3,300

　    未収金の増減額 0

    　未払金の増減額 3,622

      小計 19,876

      受取利息 0

      支払利息及び企業債取扱い諸費 △ 16,414

　　　業務活動によるキャッシュ・フロー 3,462

（２）投資活動によるキャッシュ・フロー

    　有形固定資産の取得による支出 △ 61,409

　    無形固定資産の取得による支出 △ 2,747

　    補助金等による収入 98,276

　　　投資活動によるキャッシュ・フロー 34,120

（３）財務活動によるキャッシュ・フロー

    　企業債による収入 59,600

　    企業債の償還による支出 △ 97,182

　    出資金による収入 50,000

　　　財務活動によるキャッシュ・フロー 12,418

資金増加額 50,000

資金期首残高 20

資金期末残高 50,020

令和6年度高取町下水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書

（令和6年４月１日から令和7年３月３１日まで）
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1 . 総括

2 . 給料及び手当の増減額の明細

昇給期　1月

職員数　2人

・ 手当に係る増額分 2，507千円

3 . 給料及び手当の状況

（１）職員１人当たりの給与

(2)級別職員数

給与費明細書

区 分
職 員 数 給 与 費  法定福利費 合計

特別職（人） 一般職（人） 報酬（千円） 給料（千円） 手当（千円） 計（千円） （千円） （千円）

本年度 2               9,298         7,273         16,571       4,769      21,340

前年度 2               9,195         4,766         13,961       4,623      18,584

比　　較 0 0 0 103 2,507 2,610 146 2,756

(千円） (千円） (千円） (千円） (千円）

本年度 792               373               

792               277               

0

区　　分
 期末勤勉手当 児童手当  特殊勤務手当  会計年度任用職員 退職給付費 合計

(千円） (千円）

比　　較 △78 0 0 0 96

前年度 78                

7,273                   

前年度 3,619            4,766                   

(千円） (千円） (千円） (千円）

本年度 6,108            

103

2,507

区分 増減額（千円） 増減事由別内訳（千円） 説　明 備　考

比　　較 2,489 0 0 0 0

手
当
の
内
訳

区 分
扶養手当 地域手当 住居手当 管理職手当 通勤手当  時間外勤務手当

(千円）

その他の増減分

2,507

区　　　　　　　　　　　　分 一般職 現業職

その他の増減分

手当 2,507

制度改正に伴う増減分

給料 103                  

給与改定に伴う増減分

昇給に伴う増加分

平 均 給 与 月 額 (千円)

令和6年4月1日現在

平 均 給 料 月 額 (千円) 387                                     

平 均 給 与 月 額 (千円) 690                                     

平 均 年 齢

582                                     

（歳） 53                                       

令和5年4月1日現在

計 2 100% 計

令和5年4月1日現在

平 均 給 料 月 額 (千円) 383                                     

区　　　　分
一般職 現業職

級 職員数(人） 構成比（％） 級 職員数(人） 構成比（％）

平 均 年 齢 （歳） 52                                       

計 2 100% 計 0

5級 2 100%

0

5級 2 100%
令和6年4月1日現在
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１ 千円 千円 千円 千円

（1）

イ 4,306,336

1,497,353 2,808,983

ロ 162,621

108,881 53,740

ハ 0 0

2,862,723

（2）

イ 139,180

139,180

3,001,903

２

（1） 20

（2） 17,000

0 17,000

17,020

3,018,923

３

（1） 1,083,994

1,083,994

４

（1） 97,182

（2） 17,000

（3）

114,182

５

（1） 2,708,392

971,976

1,736,416

2,934,592

６ 84,331

7

（1） 0

0

（2）

0

0

0

84,331

3,018,923

利 益 剰 余 金 合 計

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金イ

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

剰 余 金 合 計

貸 倒 引 当 金

流 動 資 産 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

資 本 剰 余 金

有 形 固 定 資 産 合 計

建 設 仮 勘 定

機 械 及 び 装 置

流 動 資 産

負　　債　　の　　部

流 動 負 債

現 金 預 金

資 産 合 計

未 収 金

企 業 債

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

令和６年度  高取町下水道事業会計予定開始貸借対照表

（　令和６年４月１日　）

資　　産　　の　　部

固 定 負 債 合 計

固 定 負 債

資　　本　　の　　部

負 債 合 計

剰 余 金

長 期 前 受 金

未 払 金

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

引 当 金

資 本 金

長期前受金収益化累計額

繰 延 収 益 合 計

企 業 債

固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

施 設 利 用 権

無 形 固 定 資 産 合 計

- 7 -



１ 千円 千円 千円 千円

（1）

イ 4,367,745

1,574,651 2,793,094

ロ 162,621

115,818 46,803

ハ 0 0

2,839,897

（2）

イ 136,706

136,706

2,976,603

２

（1） 50,020

（2） 17,000

100 16,900

66,920

3,043,523

３

（1） 1,051,894

1,051,894

４

（1） 95,000

（2） 20,622

（3） 1,527

117,149

５

（1） 2,806,668

1,040,682

1,765,986

2,935,029

６ 134,331

7

（1） 0

0

（2）

△ 25,837

△ 25,837

△ 25,837

108,494

3,043,523

イ 当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金

長期前受金収益化累計額

貸 倒 引 当 金

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

剰 余 金

企 業 債

負　　債　　の　　部

利 益 剰 余 金 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

資 本 剰 余 金

資　　本　　の　　部

資 本 金

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

企 業 債

未 払 金

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

引 当 金

固 定 負 債

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

令和６年度  高取町下水道事業会計予定貸借対照表

（　令和７年３月３１日　）

資　　産　　の　　部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

施 設 利 用 権

無 形 固 定 資 産 合 計
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収益的収入 （単位　千円）
款

項
目

130,697 0 130,697

11,047 0 11,047

1下水道使用料 10,892 10,892 下水道使用料 10,892

2その他営業収益 155 155 手数料 155 指定工事店・責任技術者

119,650 0 119,650

１他会計補助金 50,944 50,944 他会計補助金 50,944

2長期前受金戻入 68,706 68,706
有形固定資産長期前
受金戻入

65,400

無形固定資産長期前
受金戻入

3,306

収益的支出 （単位　千円）

款

項

目

156,374 0 156,374

136,433 0 136,433

1管渠費 10,353 10,353 備消品費 1,526 車検代、消耗品等

燃料費 600

通信運搬費 395 テレメータ等

委託料 1,286 MP保守委託料

修繕費 5,616 MP水位計等

動力費 804 MP電気代

材料費 100

保険料 26 下水道損害保険料

本年度
予定額

節

１営業費用

１下水道事業費用

金　額
備　　考

前年度
予定額

比　較
区　分

金　額

令和6年度高取町下水道事業会計収益的収入及び支出明細書

１営業収益

２営業外収益

備　　考

１下水道事業収益

前年度
予定額

比　較
節

区　分
本年度
予定額
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2総係費 36,624 36,624 給料 9,298

手当 4,219
通勤手当、管理職手当、期末手当、勤勉
手当

賞与等引当金繰入額 1,527

法定福利費 3,188 共済組合費

退職手当組合負担金 1,581 退職手当組合給付金

旅費 110
マンホール蓋工場検査
研修等参加

備消品費 40
消耗品
井戸水メータ

通信運搬費 15 切手代

委託料 6,564
下水道施設台帳
下水道台帳システム保守料
公営企業関係業務

手数料 2,179
料金徴収
公用車点検その他

使用料及び賃借料 1,443
公用車リース代
図面リースコピー
新土木積算システム使用料

負担金補助及び交付
金

6,309

日本下水道協会会費
奈良県下水道協会会費
流域下水道協議会会費
全国町村下水道推進協議会会費
流域下水道維持管理負担金

保険料 44 自動車損害保険料

公課費 7 重量税

貸倒引当金繰入額 100

3減価償却費 89,456 89,456
有形固定資産減価償
却費

84,235

0
無形固定資産減価償
却費

5,221

16,414 16414

１支払利息及び企業債取
扱諸費

16,414 16414 企業債利息 16,414

３特別損失 2,527 2,527

１その他特別損失 2,527 2,527 その他特別損失 2,527

4予備費 1,000 1,000

１予備費 1,000 1,000 予備費 1,000

２営業外費用
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資本的収入

款
項

目

217,704 0 217,704

59,600 0 59,600

1下水道事業
債

59,600 59,600
社会資本総合整
備事業債

25,000

資本費平準化債 28,700

流域下水道事業
債

2,900

特別措置分 3,000

50,000 0 50,000

1他会計出資
金

50,000 50,000 一般会計出資金 50,000

83,104 0 83,104

1他会計補助
金

83,104 83,104 他会計補助金 83,104

25,000 0 25,000

1国庫補助金 25,000 25,000
社会資本総合整
備事業国庫補助
金

25,000

資本的支出

款
項

目

167,704 0 167,704

70,522 0 70,522

1管路建設改
良費

67,500 67,500 委託料 10,000

補償補填及び賠
償金

500

工事請負費 57,000

1流域下水道
事業費

3,022 3,022
負担金、補助及び
交付金

3,022

97,182 0 97,182

1企業債償還
金

97,182 97,182 1企業債償還金 97,182

令和6年度高取町下水道事業会計資本的収入及び支出明細書

本年度
予定額

前年度
予定額

比　較
節

金　額

（単位　千円）

備　　考
区　分

金　額区　分
前年度
予定額

比　較

１資本的収入

１企業債

2他会計出資金

2企業債償還金

１建設改良費

事前調査

備　　考
本年度
予定額

管渠工事

3他会計補助金

4国庫補助金

家屋補修

（単位　千円）

節

1資本的支出

- 11 -



財務諸表等に関する注記

Ⅰ.重要な会計方針に係る事項に関する注記
　令和6年度より、下水道事業について、地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。

１．固定資産の減価償却の方法
（１）有形固定資産
　・減価償却の方法 定額法
　・主な耐用年数
　　構築物 15年～50年
　　機械及び装置 10年～20年

（２）無形固定資産
　・減価償却の方法 定額法
　・主な耐用年数
　　施設利用権 50年

２．引当金の計上方法
（１）賞与等引当金

（２）貸倒引当金

Ⅱ.予定キャッシュ・フロー計算書等に関する注記

１．重要な非資金取引
　該当なし。

Ⅲ.予定貸借対照表等に関する注記

１．企業債の償還に係る他会計の負担

Ⅳ.セグメント情報に関する注記
１．報告セグメント情報の概要

２．報告セグメントごとの営業収益等

Ⅴ.その他会計に関する注記
１．消費税及び地方消費税の会計処理
　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式による。

（単位：千円）

134,048
89,456
2,527
64,156

133,953
△ 123,896
△ 22,310
3,043,523
2,935,029

38,975
43,718
818

8,396

54,647
△ 53,983
△ 11,477
1,340,927
1,241,240

営業収益
公共下水道 特定環境保全公共下水道 合計

9,393 664 10,057
営業費用
営業損益
経常損益
セグメント資産
セグメント負債

79,306
△ 69,913
△ 10,833
1,702,596
1,693,789

その他の項目
　他会計繰入金
　減価償却費
　特別損失
　固定資産増加額

95,073
45,738
1,709
55,760

特定環境保全公共下水道事業

事業区分

公共下水道事業における処理区域で、汚水等を処理する業務

特定環境保全公共下水道事業における処理区域で、汚水等を処理する業
務

事業の内容

　　職員の期末・勤勉手当及びそれらに係る法定福利費の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づ
き、当年度の負担に属する額（12月から3月までの4か月分）を計上している。

　貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して1年以内に償還予定のものも含む）
のうち、他会計が負担すると見込まれる額は592,788千円である。

　　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上している。

　下水道事業会計は、下水道法上の下水道である「公共下水道事業」と「特定環境保全公共下水道事業」を報告セグメ
ントとしている。

公共下水道事業
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